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ネットゼロ達成に向けた
削減目標の見直し・クレジット活用支援

既存目標を再評価し、ネットゼロ・パスウェイの設定をより実効的に更新

ネットゼロ目標の定義や移行計画のガイドラインの発展に伴い、企業には既存の削減目標
の妥当性の再評価や最新の基準に基づく見直しが求められています。当サービスでは、既
存目標の評価を基にした目標の見直し、最新の国際基準への適合性評価、クレジットを活
用した目標達成までの道のりの再設計を一貫して支援することで脱炭素経営の継続的な強
化を後押しします。

ネットゼロ目標

1.5℃目標の実現に向けて、2050年までのネットゼロ達成
はもはや不可避な要請となっており、日本政府も「2050
年カーボンニュートラル」の実現を掲げています。こう
した動きは、国や自治体のみならず、すでにネットゼロ
目標を掲げている企業に対しても、目標の妥当性や実効
性の継続的な検証と見直しを求めるものとなっています。
企業に求められる気候変動対応は、単なる環境対応にと
どまらず、事業持続可能性の確保や競争力の強化と

KPMGあずさサステナビリティによる支援

経営の根幹に関わる課題です。ネットゼロ目標は、今や
経営戦略の中核に位置づけられるべきテーマであり、既
存の削減目標の再評価と戦略的なアップデートが不可欠
です。さらに、2025年後半にはISOによるネットゼロ関連
規格の発行、2026年にはSBTiによるネットゼロ基準の改
訂が予定されており、企業はこれらの動向を踏まえた目
標の再設計と実行体制の強化に向けた準備を急ぐ必要が
あります。

• 既存のインベン
トリとベースライ
ンの妥当性評価

• GHGプロトコルに
基づく再整理

• Scope1～3のカバ
レッジの見直し

• 最新基準との整
合性確認

• 業界動向・技術
進展・事業計画
の変化を踏まえ
た目標再設計

• 削減ロードマッ
プの再構築

• 経営・事業戦略
との整合性確認、
戦略統合

• 更新箇所の特定
および対応

• 更新書類準備
• 更新手続き
• 審査対応

• クレジット活用
方針策定／見直し

• クレジット調達
方針策定／見直し

• クレジット調達
計画策定／見直し

• ガバナンス体制
の整備／見直し

• 目標レビュー体
制の構築／見直し

• モニタリングと
データ管理体制
の構築／見直し

• 外部開示への対応

現状評価とベース
ラインの見直し

削減目標の
見直しと再設計

SBT
更新

クレジット
活用戦略策定

モニタリング・ガ
バナンス体制構築
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STEP4 クレジット活用方針・施策策定／見直し支援

ネットゼロの達成に向けては、自社の排出削減努力を最大限に行ったうえで、
信頼性の高いカーボン・クレジットの活用が不可欠です。本ステップでは、
ネットゼロ達成の実効性を高めるため、クレジットを活用した削減戦略の策
定または見直しを支援します。まず、企業の削減進捗や今後の削減余地を踏
まえ、削減未達の可能性を検討し、未達量および残余排出量を定量的に評価
します。その上で、グリーンウォッシュ批判を回避し、外部からの信頼性を
確保するために、クレジット制度・種類・品質（追加性、永続性、リーケー
ジ等）を踏まえたクレジット活用方針を策定します。策定した方針を適切に
外部に公表するための支援援にも対応します。また、クレジットの品質やリ
スク、調達コストを総合的に考慮しながら、調達対象の選定、調達時期・手
法を含む調達計画の立案または見直しを支援します。

STEP1 現状把握とベースラインの見直し

ネットゼロ目標の見直しにおいて最初に取り組むべきは、自社のインベント
リにおけるGHG排出量を把握し、インベントリにおける削減目標のベースライ
ンの妥当性を再評価することです。本ステップでは、GHGプロトコルに準拠し、
既存インベントリを見直し、スコープ1〜3のカバレッジが適切に維持されて
いるか再確認します。そして、排出構造の変化や事業の再編、データ精度の
向上などを踏まえ、ベースライン年度や排出量の再設定が必要かを検討しま
す。特に、対象範囲の網羅性と妥当性を改めて検証し、今後の削減戦略の再
構築に向けた基盤を整えます。これにより、企業は現状の排出実態を正確に
把握し、目標の見直しに向けた出発点を明確にすることが可能となります。

ネットゼロの実現に向けては、既存の削減目標が最新の科学的知見や国際基
準に整合しているかを定期的に確認する必要があります。本ステップでは、
SBTiやISOなどの最新基準、ISSB 基準・SSBJ基準等の開示制度を考慮した目標
の再設計を支援します。業界動向や技術進展、事業計画の変化を踏まえ、短
期・中期・長期の目標を再評価し、実効性のあるロードマップを再構築しま
す。

さらに、策定した目標や施策が企業の中長期的な経営戦略や事業計画と整合
しているかを確認し、気候変動対応が企業価値の向上に資する形で統合され
るよう支援します。このステップにより、企業は外部からの信頼性を確保し
つつ、実効性のあるネットゼロ戦略を再構築することが可能になります。

STEP2削減目標の見直しと再設計

ネットゼロ目標の対外的な信頼性と透明性を維持するためには、SBTiをはじめ
とする国際的な認証における適切な更新・再取得が重要です。本ステップで
は、現行の削減目標や排出インベントリが各認証基準に適合しているかを評
価するギャップ分析を実施し、必要な改善点を明確化します。

その上で、認証申請に必要な書類の作成支援や、申請プロセスにおける事務
局とのコミュニケーションを支援します。さらに、審査機関からの質問や追
加資料の要請に対する対応支援も提供し、スムーズな認証更新をサポートし
ます。

STEP3 SBT更新支援
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ネットゼロ目標は一度設定して終わりではなく、継続的な進捗管理と柔軟な
見直しを通じて実効性を高めていく必要があります。本ステップでは、目標
の達成状況を定期的に把握・評価し、必要に応じて戦略をアップデートでき
るようなモニタリングおよびガバナンス体制の構築を支援します。まず、削
減目標に対する進捗を定量的に評価するため、国際基準や自社の事業戦略と
整合したKPIの設定し、次に経営層を含むガバナンス体制を構築、気候関連の
意思決定が組織全体で一貫して行われるようにします。また、年次レビュー
などの定期更新の仕組みを導入することで、国際基準や開示規制に備えた体
制を整えます。さらに、ISSB基準・SSBJ基準、CDP、SBTなどの国際的な開示フ
レームワークに準拠した外部報告体制の構築を支援します。このステップに
より、企業はネットゼロに向けた取り組みの透明性と信頼性を高め、社内外
のステークホルダーに対して継続的な説明責任を果たすことが可能になりま
す。

STEP5 モニタリングとガバナンス体制の構築／見直し支援
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